
Tax update

スクイーズアウトとは、一般に、株式公開買付（TOB）
等を通じて対象会社株式の大部分を取得した後で、少
数株主から強制的に現金を対価として株式を取得し、
対象会社を100％子会社化することを言います。スク
イーズアウトについては後述する幾つかの手法があり
ますが、経済実態としては同様でも完全子法人に対す
る課税上の取扱いが不整合であったため、見直しがな
されました。また、税制適格要件の対価要件について、
対象会社株式の3分の2以上を保有する場合には、その
大株主が株式の所有を通じて対象会社の資産を引き続
き支配している状態と言えることから、少数株主への
金銭対価の交付をしても対価要件に抵触しないように
手当がなされました。その他、関連する項目の改正が
なされています。なお、これらの改正は、平成29年10

月1日以降に行われる組織再編について適用されます。

実務において、少数株主から金銭交付により株式を

取得して完全子法人とする手法として、一般的に、全
部取得条項付種類株式の端数処理、株式併合の端数処
理及び株式売渡請求の三つの手法があります。これら
の手法について、株式交換と同様に、組織再編税制の
一環として位置付けられることとなりました。
この改正に伴い、企業グループ内の株式交換と同様
の税制適格要件を満たす場合においては、適格株式交
換による完全子法人化の場合と同様に、一定の資産の
時価評価制度の対象外となり、連結納税制度の適用に
おいては、開始又は加入前の欠損金を特定連結欠損金
として連結納税グループに持ち込んで繰り越すことが
認められます。
一方で、税制適格要件を満たさない場合においては、
非適格株式交換による完全子法人化の場合と同様、完
全子法人は一定の資産について時価評価課税制度の対
象となります。 （＜表1＞参照）

発行済株式の3分の2以上を有する場合の吸収合併及
び株式交換においては、その再編に当たって少数株主
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Ⅱ　金銭交付による完全子法人化（スクイーズ
　　アウト）に係る税制の見直し

Ⅰ　はじめに

Ⅲ　合併・株式交換における組織再編の
　　税制適格要件（対価要件）の見直し

▶表1　スクイーズアウト手法と課税関係
スクイーズアウト手法 改正前 改正後

金銭交付型株式交換
組織再編税制の対象
非適格再編（対価要件を満たさない）の場合
⇒完全子法人の資産の時価評価要 • 組織再編税制の対象

• 適格要件を満たす場合、完全子法人の資産の時価評価不要
• 発行済株式の2／3以上有する場合、適格要件の対価要件の
判定上、少数株主への対価は除外

全部取得条項付
種類株式の端数処理 組織再編税制の対象外

⇒完全子法人の資産の時価評価不要株式併合の端数処理
株式売渡請求
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に交付する対価が、対価要件の判定から除外されます。
これにより、少数株主へ金銭交付等を行った場合にお
いても、他の税制適格要件を充足している限り適格再
編として取り扱われることになります。
現行制度では、金銭交付型株式交換の手法によると、
非適格再編として株式交換完全子法人の一定の資産の
時価評価が必要になります。そのため、非適格再編に
よる時価評価課税の適用がなされないように、発行済
株式の大部分を取得した上で、前述のスクイーズアウ
トの手法により完全子法人化を行っているケースがみ
られました。本改正では、これらの手法について、金
銭交付型株式交換と経済的実態が類似していることか
ら、株式交換と同様の組織再編税制を適用させるとい
う整合的措置がなされました。

非適格株式交換等に係る完全子法人等が有する一定
の資産の時価評価制度及び連結納税の開始、又は連結
納税グループへの加入に伴う資産の時価評価制度に

ついて、時価評価の対象となる資産から帳簿価額が
1,000万円未満の資産が除外されました。
資産の時価評価に当たって、改正前の税務実務では
いわゆる自己創設のれんの時価評価課税が行われてい
ましたが、帳簿価額のない自己創設のれんは、本改正
により時価評価の対象外になります。（＜図1＞参照）

みなし配当事由となる自己株式の取得から、「全部
取得条項付種類株式に係る定めを設ける旨の定款変更
に反対する株主からの買取請求に基づく自己株式の取
得」が除外されることとなりました。但し、株主がそ
の全部取得条項付種類株式の取得決議に係る取得対価
の割当てに関する事項を知った後に買取請求を行った
場合で、買取請求しなければ端数となる株式のみの交
付を受けることとなる場合に伴うものに限られます。
これにより、スクイーズアウトの手法による（少数）
株主の課税上の処理に差異が生じなくなります。

（＜表2＞参照）

Ⅳ　株式交換・連結納税における資産の
　　時価評価制度の見直し

Ⅴ　スクイーズアウトに係る自己株式取得による
　　みなし配当事由の見直し

▶表2　全部取得条項付種類株式によるスクイーズアウト時の少数株主の課税関係

▶図1　改正前後の課税関係のイメージ

取引内容 現行 改正案

①端数株式の買取り
発行法人による買取り 譲渡損益 譲渡損益

スクイーズアウト実施者による買取り 譲渡損益 譲渡損益

②価格決定の申し立て 譲渡損益 譲渡損益

③反対株主の買取請求 みなし配当＋譲渡損益 譲渡損益

▶例　連結納税を採用する者が、S社株式（簿価純資産価額600、時価純資産価額700＊）の100％を900で買収する場合

＊　時価純資産価額700のうち100は土地等の含み益

（改正前）
S社
簿価純資産（600） 買収価格（900）

流動資産
400

土地等
200（簿価）

土地等
300（時価）

流動資産
400

含み益　100

自己創設営業権
200

時価評価課税

（改正後）
S社
簿価純資産（600） 買収価格（900）

流動資産
400

土地等
200（簿価）

土地等
300（時価）

流動資産
400

含み益　100

自己創設営業権
200

時価純資産価額
700

時価純資産価額
700

時価評価課税

時価評価課税対象外
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